
別紙様式１号（別記１のⅠの第３の２の（１）及び（２）並びに別記２のⅠの第２の２の（１）及び（２）関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ及び卸売市場等支援タイプ
　（１）総括表

全体事業費（円）

（円）

収
１

産地競争力
の強化

畑作物・地
域特産物

産
１

産地競争力
の強化

穀類乾燥調
製貯蔵施設
等再編利用

み
１

みどりの食
料システム
戦略の推進

果樹

ス
１

スマート農
業の推進

野菜

人
１

産地におけ
る戦略的な
人材育成の
推進

花き

食
１

食品流通の
合理化

品質・衛生
管理高度化
施設整備

食
２

食品流通の
合理化

物流効率化
に向けた施
設整備

食
３

食品流通の
合理化

卸売市場再
編促進施設
整備

（注）１　「番号」の欄については、「産地競争力の強化」のうち「収益力の強化」は収、「産地合理化の推進」は産、「みどりの食料システム戦略の推進」はみ、「スマート農業の推進」はス、「産地における戦略的な人材育成の推進」は人、「食品流通の合理化」は食と番号の頭につけること。
　　　２　「市町村名」の欄については、都道府県が事業を行う場合には省略すること。
　　　３　「政策目的」の欄については、「産地競争力の強化」、「みどりの食料システム戦略の推進」、「スマート農業の推進」、「産地における戦略的な人材育成の推進」又は「食品流通の合理化」のいずれかを記入すること。
　　　４　「対象作物・畜種等名」の欄については、対象となる具体的な作物・畜種等名を記入することとし、複数作物を対象とする場合にあっては併記すること（土地利用型作物で種子生産を対象に事業を実施する場合は、作物名の後に種子と記入すること）。
　　　　 　また、食品流通の合理化及び作物の限定のない取組にあっては記入不要とする。
　　　５　「事業内容」の欄については、要綱別表に掲げる事業の内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量、施設等附帯事業の内容等を含めて記入すること。
　　　６　「継続事業を実施する場合」の欄にあっては、複数年で行う事業について、全体の事業費及び交付額について記入すること。
　　　７　食品流通の合理化にあっては、「負担区分」の欄には、必要規模の範囲内の金額を記入すること。
　　　　 また、「備考」の欄に別記２のⅡ－１の第２の２の（２）の「施設の整備規模」に定める整備規模、必要規模及びその積算根拠、整備規模が必要規模を超える場合の合理的な理由を記入するとともに、必要規模を超過する事業費については外数として

「負担区分」の欄に準じて記入すること。なお、必要に応じて、別様にて提出して構わない。
　　　８　複数年の事業であって、２年度目以降の事業を実施する場合は、（３）継続事業の表に記入し、本表には記入しないこと。
　　　９　「ポイント」欄には強い農業づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプの配分基準について（令和４年４月１日付け３農産第2895号、３畜産第1972号、農林水産省農産局長、農林水産省畜産局長通知。以下「配分基準通知」という。）

の別表１－１－①から別表10及び強い農業づくり総合支援交付金のうち卸売市場等支援タイプの配分基準について（令和４年４月１日付け３新食第2271号農林水産省大臣官房審議官（新事業・食品産業）通知。以下「卸売市場等支援タイプ配分」という。）に定める類別、
ポイント、加算の種類及び優先枠の種類を記載すること。

　　　10　食品流通の合理化にあっては、「成果目標Ⅰ」及び「成果目標Ⅱ」の欄の現況値ポイントには、選択した成果目標に対応した加算ポイントを記載すること。

類
別

成果目標Ⅱ

類
別

国産農産物
への切替割

合

ポイ
ント

現況値
ポイ
ント

（※）

卸売市場等支援タイプ　総合計

負担区分（円）

都道府県事業実施計画

備考
（工種、施設区

分、構造、規格、
能力等）

継続事業を実施する場合

番
号

グリーン化
モデル施設

ポイ
ント

加算ポイント

ポイ
ント
合計

優先枠加算

成果目標Ⅰ

その他
有機農畜産
物等の取組

加算

みどり枠加算完了
年月日

成果
目標
ポイ
ント

現況値
ポイ
ント

（※）

みどり戦
略の推進
加算ポイ

ント

環境負荷低
減等の取組

加算

国産農産物への切
替

ポイ
ント

交付金 交付金
特別加算の

種類
みどり戦略
の推進加算

特別加算

優先枠の
種類

対象作
物・畜種

等名

事業内容

産地における戦略的な人材育成の推進　合計

スマート農業の推進　合計

みどりの食料システム戦略の推進　合計

都道府県費
市町村費

メニュー

事業費

都道府県
加算

ポイント

成果
目標
ポイ
ント

ポイント

ポイ
ント

産地基幹施設等支援タイプ　総合計

市町村名 地区名
事業実施
主体名

政策目的

産地競争力の強化　合計
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（２）個別表
１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メニュー
メニュー

現状値 目標値
増減率
等

目標数値の考え方 事後評価の検証方法
目
標

現
況

合
計

現状値 目標値
増減率
等

目標数値の考え方 事後評価の検証方法
目
標

現
況

合
計

特
別

都
道
府
県
加
算
等

優
先
枠

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

１　特別加算ポイントの
設定理由

２　都道府県加算ポイン
トの設定理由

３　国産への切替えの推
進加算ポイントの設定理
由

４　みどりの食料システ
ム戦略の推進加算ポイン
トの設定理由

５　優先枠加算ポイント
の設定理由

　　

都道府県の優先的事業加算ポイントを設定した理由

（都道府県名：　　　　○○年度）

番
号

市町
村名

事業
実施
主体
名

Ⅰ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント Ⅱ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント 加算ポイント

地域提
案及び
特認
団体

ポイント

加算ポイントの
設定理由

備考
（過去の
事業実施
状況等）

(対象と
なる作物
（品種を
含
む。）・
畜種等も
記入する
こと。）

類
別

成果目標の内容

現況値の内容

ポイント

(対象と
なる作物
（品種を
含
む。）・
畜種等も
記入する
こと。）

類
別

成果目標の内容

現況値の内容

ポイント

番
号

設定理由
ポイ
ント

（注）１ 「番号」欄は、総括表と同様の番号を記入すること。
２ 「類別」欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①から１－２－②に定める類別番号を記入すること。
３ 「目標値」及び「現況値の内容」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①から１－２－②の「達成すべき成果目標基準」及び「成果目標に対する現況値」に沿って、内容・目標数値を記入すること。

なお、「現状値」については、「配分基準通知」の別表１－２－①から１－２－②に特に定める場合を除き、原則、直近年のデータとし、直近年が異常年であった場合（激甚災害の発生等）は、さらに前年のデータ又は過去数カ年の平均
を現状値とすることができる。

４ 「目標数値の考え方」の欄は、目標数値の決定にあたって、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるのかを記入すること。
５ 「事後評価の検証方法」の欄は、現状値及び目標値の算出方法について、客観的な手法（方法）により検証ができることを記入すること。
６ 「ポイント」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①から１－２－②より選択した達成すべき成果目標及び成果目標に対する現況値について、対応するポイントを記入すること。
７ 「加算ポイントの設定理由」の欄は、「配分基準通知」の別表２から別表６に定める加算ポイントを設定した理由及び対応するポイントを記入すること。
８ 「地域提案及び特認団体」の欄については、地域提案に該当する場合「○」、特認団体に該当する場合「△」と記入するとともに、施設の利用計画、収支計画、費用対効果分析等を含む事業実施計画書を添付すること。
９ 複数年の事業であって、２年度目以降の事業を実施する場合は、「（３）継続事業」に記入し、本表には記載しないこと。
10 「備考」欄は、同一の事業実施主体が過去に同一の品目・地区において施設整備を実施している場合「○」、実施していない場合「-」を記入するとともに、「○」の場合において当該事業の成果目標を達成しているときは過去の成果目標

及びその達成状況が分かる資料等を、未達成であるときは改善計画及び本成果目標が妥当と判断できる資料等を添付すること。
なお、過去に設定した成果目標を下回る成果目標を設定した場合には、その理由書等を添付すること。

（注）「番号」欄は、総括表と同様の番号を記入すること。
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Ⅱ　みどりの食料システム戦略の推進を目的とする取組用

メニュー
メニュー

現状値 目標値
増減率
等

目標数値の考え方
事後評価の検証方

法
目
標

現
況

合
計

現状値 目標値
増減率
等

目標数値の考え方
事後評価の検証方

法
目
標

現
況

合
計

関
連
事
業

認
証

環
境
負
荷

有
機
等

モ
デ
ル
施
設

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

１　みどりの食料システ
ム戦略の推進関連事業と
の連携加算ポイントの設
定理由

２　みどりの食料システ
ム戦略の推進加算ポイン
トの設定理由

３　環境負荷低減等の取
組加算ポイントの設定理
由

４　有機農畜産物等の取
組加算ポイントの設定理
由

５　グリーン化モデル施
設との連携加算ポイント
の設定理由

　　

（都道府県名：　　　　○○年度）

加算ポイント

ポイント成果目標の内容

Ⅱ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント

(対象と
なる作物
（品種を
含
む。）・
畜種等も
記入する
こと。）

備考
（過去の
事業実施
状況等）

ポイント 地域提
案及び
特認
団体

類
別

加算ポイントの
設定理由

番
号

市町
村名

事業
実施
主体
名

Ⅰ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント

(対象と
なる作
物（品
種を含
む。）
・畜種
等も記
入する
こ
と。）

ポイント成果目標の内容

現況値の内容
類
別

現況値の内容

（注）１ 「番号」欄は、総括表と同様の番号を記入すること。
２ 「類別」欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－③に定める類別番号を記入すること。
３ 「目標値」及び「現況値の内容」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－③の「達成すべき成果目標基準」及び「成果目標に対する現況値」に沿って、内容・目標数値を記入すること。

なお、「現状値」については、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－③に特に定める場合を除き、原則、直近年のデータとし、直近年が異常年であった場合（激甚災害の発生等）は、さらに前年のデータ又は過去数カ年の平均を現状値とすることができる。
４ 「目標数値の考え方」の欄は、目標数値の決定にあたって、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるのかを記入すること。
５ 「事後評価の検証方法」の欄は、現状値及び目標値の算出方法について、客観的な手法（方法）により検証ができることを記入すること。
６ 「ポイント」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－③より選択した達成すべき成果目標及び成果目標に対する現況値について、対応するポイントを記入すること。
７ 「加算ポイントの設定理由」の欄は、「配分基準通知」の別表７から別表10に定める加算ポイントを設定した理由及び対応するポイントを記入すること。
８ 「地域提案及び特認団体」の欄については、地域提案に該当する場合「○」、特認団体に該当する場合「△」と記入するとともに、施設の利用計画、収支計画、費用対効果分析等を含む事業実施計画書を添付すること。
９ 複数年の事業であって、２年度目以降の事業を実施する場合は、「（３）継続事業」に記入し、本表には記載しないこと。
10 「備考」欄は、同一の事業実施主体が過去に同一の品目・地区において施設整備を実施している場合「○」、実施していない場合「-」を記入するとともに、「○」の場合において当該事業の成果目標を達成しているときは過去の成果目標

及びその達成状況が分かる資料等を、未達成であるときは改善計画及び本成果目標が妥当と判断できる資料等を添付すること。
なお、過去に設定した成果目標を下回る成果目標を設定した場合には、その理由書等を添付すること。
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Ⅱ　スマート農業の推進を目的とする取組用

メニュー
メニュー

現状値 目標値
増減率
等

目標数値の考え方 事後評価の検証方法
目
標

現
況

合
計

現状値 目標値
増減率
等

目標数値の考え方 事後評価の検証方法
目
標

現
況

合
計

特
別

都
道
府
県
加
算
等

優
先
枠

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

１　特別加算ポイントの
設定理由

２　都道府県加算ポイン
トの設定理由

３　国産への切替えの推
進加算ポイントの設定理
由

４　みどりの食料システ
ム戦略の推進加算ポイン
トの設定理由

　　

(対象と
なる作物
（品種を
含
む。）・
畜種等も
記入する
こと。）

加算ポイント

成果目標の内容 ポイント ポイント

備考
（過去の
事業実施
状況等）

(対象と
なる作
物（品
種を含
む。）
・畜種
等も記
入する
こ
と。）

類
別

成果目標の内容

現況値の内容

ポイント

地域提
案及び
特認
団体

類
別

加算ポイントの
設定理由

現況値の内容

（都道府県名：　　　　○○年度）

番
号

市町
村名

事業
実施
主体
名

Ⅰ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント Ⅱ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント

（注）１ 「番号」欄は、総括表と同様の番号を記入すること。
２ 「類別」欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①に定める類別番号を記入すること。
３ 「目標値」及び「現況値の内容」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①の「達成すべき成果目標基準」及び「成果目標に対する現況値」に沿って、内容・目標数値を記入すること。

なお、「現状値」については、「配分基準通知」の別表１－２－①に特に定める場合を除き、原則、直近年のデータとし、直近年が異常年であった場合（激甚災害の発生等）は、さらに前年のデータ又は過去数カ年の平均を現状値とすることができる。
４ 「目標数値の考え方」の欄は、目標数値の決定にあたって、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるのかを記入すること。
５ 「事後評価の検証方法」の欄は、現状値及び目標値の算出方法について、客観的な手法（方法）により検証ができることを記入すること。
６ 「ポイント」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①より選択した達成すべき成果目標及び成果目標に対する現況値について、対応するポイントを記入すること。
７ 「加算ポイントの設定理由」の欄は、「配分基準通知」の別表２から別表５に定める加算ポイントを設定した理由及び対応するポイントを記入すること。
８ 「地域提案及び特認団体」の欄については、地域提案に該当する場合「○」、特認団体に該当する場合「△」と記入するとともに、施設の利用計画、収支計画、費用対効果分析等を含む事業実施計画書を添付すること。
９ 複数年の事業であって、２年度目以降の事業を実施する場合は、「（３）継続事業」に記入し、本表には記載しないこと。
10 「備考」欄は、同一の事業実施主体が過去に同一の品目・地区において施設整備を実施している場合「○」、実施していない場合「-」を記入するとともに、「○」の場合において当該事業の成果目標を達成しているときは過去の成果目標

及びその達成状況が分かる資料等を、未達成であるときは改善計画及び本成果目標が妥当と判断できる資料等を添付すること。
なお、過去に設定した成果目標を下回る成果目標を設定した場合には、その理由書等を添付すること。
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Ⅱ　産地における戦略的な人材育成の推進を目的とする取組用

メニュー
メニュー

現状値 目標値
増減率

等
目標数値の考え方

事後評価の検証方
法

目
標

現
況

合
計

現状値 目標値
増減率

等
目標数値の考え方

事後評価の検証方
法

目
標

現
況

合
計

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

（○○年） （○○年） （設定基準・項目）

（事業実施主体の現
況）

　　

備考
（過去の
事業実施
状況等）

(対象と
なる作
物（品
種を含
む。）
・畜種
等も記
入する
こ
と。）

類
別

成果目標の内容

現況値の内容

ポイント

(対象と
なる作物
（品種を
含
む。）・
畜種等も
記入する
こと。）

類
別

成果目標の内容

現況値の内容

（都道府県名：　　　　○○年度）

番
号

市町
村名

事業
実施
主体
名

Ⅰ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント Ⅱ　達成すべき成果目標の具体的な内容、現況値及びポイント

地域提
案及び
特認
団体

ポイント

（注）１ 「番号」欄は、総括表と同様の番号を記入すること。
２ 「類別」欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－④に定める類別番号を記入すること。
３ 「目標値」及び「現況値の内容」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－④の「達成すべき成果目標基準」及び「成果目標に対する現況値」に沿って、内容・目標数値を記入すること。

なお、「現状値」については、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－④に特に定める場合を除き、原則、直近年のデータとし、直近年が異常年であった場合（激甚災害の発生等）は、さらに前年のデータ又は過去数カ年の
平均

を現状値とすることができる。
４ 「目標数値の考え方」の欄は、目標数値の決定にあたって、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるのかを記入すること。
５ 「事後評価の検証方法」の欄は、現状値及び目標値の算出方法について、客観的な手法（方法）により検証ができることを記入すること。
６ 「ポイント」の欄は、「配分基準通知」の別表１－２－①及び１－２－④より選択した達成すべき成果目標及び成果目標に対する現況値について、対応するポイントを記入すること。
７ 「地域提案及び特認団体」の欄については、地域提案に該当する場合「○」、特認団体に該当する場合「△」と記入するとともに、施設の利用計画、収支計画、費用対効果分析等を含む事業実施計画書を添付すること。
８ 複数年の事業であって、２年度目以降の事業を実施する場合は、「（３）継続事業」に記入し、本表には記載しないこと。
９ 「備考」欄は、同一の事業実施主体が過去に同一の品目・地区において施設整備を実施している場合「○」、実施していない場合「－」を記入するとともに、「○」の場合において当該事業の成果目標を達成しているときは過去の成果

目標
及びその達成状況が分かる資料等を、未達成であるときは改善計画及び本成果目標が妥当と判断できる資料等を添付すること。
なお、過去に設定した成果目標を下回る成果目標を設定した場合には、その理由書等を添付すること。
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２　卸売市場等支援タイプ

○○市
○○市中
央卸売市

場
○○市

品
質・
衛生
管理
高度
化施
設整
備

品
質・
衛生
管理
高度
化

(物品鮮度
の保持)
低温売場
販売率が
低温売場
面積率を

超過

低温売場
面積率
(○○年)

○％
低温売場
販売率
(○○年)

△％
○％
削減

加算ポイン
トの要件に
該当する場
合、該当理
由を記載す
ること。

物流
効率
化

(物流コ
スト等の
削減)物
流コスト
の削減

物流コス
ト

(○○年)

○○
千円

物流コス
ト

(○○年)

△△
千円

○％
削減

加算ポイン
トの要件に
該当する場
合、該当理
由を記載す
ること。

「番号」の欄については、総括表と同様の番号を記入すること。

2 「市町村名」の欄については、都道府県が事業を行う場合には省略すること。

3 「メニュー」の欄については、別表１のⅡのメニュー欄に定める取組を記入すること。

4 成果目標を２つ設定する場合は、「達成すべき成果目標の具体的な内容及び現況値」のⅠ及びⅡの欄にそれぞれ記入すること。

5 「類別」の欄については、卸売市場等支援タイプ配分基準通知別表１の類別に該当する内容を記入すること。

6 「成果目標の具体的な内容」の欄については、卸売市場等支援タイプ配分基準通知別表１の内容及び達成すべき成果目標の基準に沿って、記入すること。

7 「目標数値」の欄については、卸売市場等支援タイプ配分基準通知別表１の達成すべき成果目標基準に沿って、内容・目標数値を記入すること。

なお、現状値については、原則、直近年のデータとし、直近年が異常年であった場合（激甚災害の発生等）は、さらに前年のデータ又は過去数カ年の平均を現状値とすることができる。

8 「加算ポイント」の欄については、卸売市場等支援タイプ配分基準通知別表１の食品流通の合理化に係るポイントの欄の右欄のいずれかの加算に該当する場合に記入すること。

9 「目標数値の考え方」の欄にあっては、目標値の決定にあたって、現状を明らかにし、どのような取組を行うことにより、具体的にどれだけの効果が期待され、その結果として、目標をどれだけ達成できるのかを記入すること。

10 「事後評価の検証方法」の欄については、現状値及び目標値の算出方法について、客観的な手法により検証ができるものを記入すること。

11 「ポイント」の欄については、卸売市場等支援タイプ配分基準通知別表１より選択した達成すべき成果目標及び加算に対応するポイントを記入すること。

12 「特認団体」の欄については、特認団体に該当する場合「○」と記入すること。

13 複数年の事業であって、２年度目以降の事業を実施する場合は、「（３）継続事業」に記入し、本表には記入しないこと。

都道府県の優先的事業加算ポイントを設定した理由

市町村
名 類別 類別

ポイント

合
計

メ
ニュ
ー

目標数値

目
標

Ⅰ　達成すべき成果目標の具体的な内容及び現況値

成果目
標の具
体的な
内容

増減
率等

目標数値

現状値

加算ポイ
ント

事後評価の検
証方法

事業実
施主体

名
市場名

（都道府県名：　　　　○○年度）

Ⅱ　達成すべき成果目標の具体的な内容及び現況値

特認団
体

備考
合
計

ポイント
成果目
標の具
体的な
内容

加
算

現状値

目標数値の考
え方

加算ポイ
ント 目標値

加
算

目
標

増減
率等

ポイ
ント

番
号

目標数値の考
え方

事後評価の検
証方法

設定理由

番
号

（注）1

目標値

（注）「番号」欄は、総括表と同様の番号を記入すること。

150



備考

成果目標Ⅰ 成果目標Ⅱ
産地競争力
の強化

みどりの食
料システム
戦略の推進

食品流通の
合理化

　（注）１　本表については、事業実施期間が複数年の事業の２年度目以降の取組のうち、本表提出年度における事業費等を記入すること。
　また、複数年の事業実施期間中の年度別の計画について、（３）別添に記載すること。

　　　　２　「市町村名」の欄については、都道府県が事業を行う場合には省略すること。
　　　　３　「政策目的」の欄については、「産地競争力の強化」、「みどりの食料システム戦略の推進」、「スマート農業の推進」、「産地における戦略的な人材育成の推進」
　　　　　　又は「食品流通の合理化」のいずれかを記入すること。
　　　　４　「達成すべき成果目標」の欄については、複数年の事業の１年目において設定した成果目標の内容を記入すること。
　　　　　　なお、複数の成果目標が設定されていた場合は全て記入すること。
　　　　５　「事業内容」の欄にあっては、要綱別表１に掲げる事業の内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量、施設等
　　　　　　附帯事業の内容等を含めて記入すること。

交付金

（都道府県名：　　　　○○年度）

事業費
（円）

負担区分（円）

都道府県費
市町村費 その他

地区名市町村名

事業内容
（工種、施設区
分、構造、規格、

能力等）

（３）継続事業

政策目的
事業実施
主体名

開始年度

達成すべき成果目標
事業実施期間

完了年度
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（別紙様式１号　（３）別添）

年度別計画表（事業実施期間を２年以上とする場合に限る。）

うち
交付金

うち
交付金

うち
交付金

○○年度 ○○年度

　（注）１　本表については、事業実施期間が複数年の事業について記入すること。
　　　　２　「市町村名」の欄については、都道府県が事業を行う場合には省略すること。
　　　　３　「政策目的」の欄については、「産地競争力の強化」、「みどりの食料システム戦略の推進」、「スマート農業の推進」、「産地における戦略的な人材育成の推進」
　　　　　　又は「食品流通の合理化」のいずれかを記入すること。
　　　　４　「事業内容」の欄については、各年度における施設整備内容等を記入すること。
　　　　５　「年度別事業内容及び事業費」の欄は、適宜、欄を追加して記入すること。

産地基幹施設等支援タイプ及び卸売市場等支援タイプ年度別実施計画書

市町村名

事業費
うち

交付金

○○年度
（２年目）

（都道府県名：　　　　○○年度）

政策目的

事業実施期間

○○年度
（３年目）

事業内容 事業費

年度別事業内容及び事業費（千円）

事業内容

総事業費
（千円）

事業費

開始年度
地区名

○○年度
（開始年）

事業内容

完了年度

事業実施
主体名

メニュー
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３　事業費の内訳

（１）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（産地基幹施設等支援タイプ） （単位：円） 

交付金 交付金 交付金 交付金 交付金

１　産地競争力の強化

２　みどりの食料システム戦略推進

３　スマート農業の推進

４　産地における戦略的な人材育成の推進

計

（２）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（卸売市場等支援タイプ） （単位：円） 

交付金 交付金 交付金 交付金 交付金

１　食品流通の合理化

計

（３）総　計 （単位：円） 

交付金 交付金

農業・食品産業強化対策整備交付金

計

（都道府県名：　　　　○○年度）

新規事業 継続事業 小計

（注）継続事業の欄については、事業実施期間が複数年の事業の２年度目以降の取組のうち、本表提出年度における事業費等を記入すること。

産地基幹施設等支援タイプ

事業費

都道府県附帯事務費 総計

交付金

附帯事務費
総計

件数 事業費 件数
継続事業

費
件数

事業費

小計

件数 事業費 件数

新規事業 継続事業

件数 事業費

継続事業
費

件数

（注）継続事業の欄については、事業実施期間が複数年の事業の２年度目以降の取組のうち、本表提出年度における事業費等を記入すること。

卸売市場等支援タイプ

事業費

都道府県附帯事務費 総計
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４　附帯事務費の内訳表

（１）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（産地基幹施設等支援タイプのうち産地競争力の強化）
金額（千円） 内　　　容

旅費
普通旅費

日額旅費

委員等旅費

小計

賃金等

給料

報酬

職員手当等

報償費 謝金

需用費
消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

小計

役務費 通信運搬費

使用料及び
賃借料

備品購入費

市町村附帯
事務費

区　　　分 内　　　　　訳

合　　計

（都道府県名：　　　　○○年度）

※金額の欄は、国費ベースではなく事業費ベースで記入すること。
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（２）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（産地基幹施設等支援タイプのうちみどりの食料システム戦略の推進）
金額（千円） 内　　　容

旅費
普通旅費

日額旅費

委員等旅費

小計

賃金等

給料

報酬

職員手当等

報償費 謝金

需用費
消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

小計

役務費 通信運搬費

使用料及び
賃借料

備品購入費

市町村附帯
事務費

（都道府県名：　　　　○○年度）
区　　　分 内　　　　　訳

合　　計

※金額の欄は、国費ベースではなく事業費ベースで記入すること。
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（３）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（産地基幹施設等支援タイプのうちスマート農業の推進）
金額（千円） 内　　　容

旅費
普通旅費

日額旅費

委員等旅費

小計

賃金等

給料

報酬

職員手当等

報償費 謝金

需用費
消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

小計

役務費 通信運搬費

使用料及び
賃借料

備品購入費

市町村附帯
事務費

（都道府県名：　　　　○○年度）
区　　　分 内　　　　　訳

合　　計

※金額の欄は、国費ベースではなく事業費ベースで記入すること。
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（４）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（産地基幹施設等支援タイプのうち産地における戦略的な人材育成の推進）
金額（千円） 内　　　容

旅費
普通旅費

日額旅費

委員等旅費

小計

賃金等

給料

報酬

職員手当等

報償費 謝金

需用費
消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

小計

役務費 通信運搬費

使用料及び
賃借料

備品購入費

市町村附帯
事務費

（都道府県名：　　　　○○年度）
区　　　分 内　　　　　訳

合　　計

※金額の欄は、国費ベースではなく事業費ベースで記入すること。
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（５）（目）農業・食品産業強化対策整備交付金（卸売市場等支援タイプ）
金額（千円） 内　　　容

旅費
普通旅費

日額旅費

委員等旅費

小計

賃金等

給料

報酬

職員手当等

報償費 謝金

需用費
消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

小計

役務費 通信運搬費

使用料及び
賃借料

備品購入費

市町村附帯
事務費

（都道府県名：　　　　○○年度）
区　　　分 内　　　　　訳

合　　計

※金額の欄は、国費ベースではなく事業費ベースで記入すること。
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別紙様式２号（別記１のⅠの第３の２及び別記２のⅠの第２の２関係） 

 

番     号  

年  月  日  

 

○○地方農政局長 殿 
北海道にあっては、農林水産省 ○○ 
沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

 

  

県（都道府）知事            

氏   名              

 

 

 

○○年度強い農業づくり総合支援交付金（都道府県向け交付金）の成果目標の 

（変更の）妥当性等の協議について 

 

 

 強い農業づくり総合支援交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第2890号農林水産事務

次官依命通知）別記○の○の第○の○（※注４）に基づき、関係書類を添えて協議する。 

 

 

（注）１ 関係書類として、別紙様式１号の都道府県事業実施計画を添付すること 

２ 必要に応じて都道府県内の取組一覧表を作成し、添付すること 

３ 別記１のⅠの第３の２の（２）又は別記２のⅠの第２の２の（２）に該当する協議があ

る場合は、都道府県事業実施計画のほか、事業実施主体の事業実施計画書を添付するとと

もに、特認団体の協議にあっては別紙様式３号の特認団体協議書を、別記１の１の第３の

２の（２）に係る協議にあっては理由書を添付すること 

４ 産地基幹施設等支援タイプの場合は別記１のⅠの第３の２、卸売市場等支援タイプの場

合は別記２のⅠの第２の２を記載すること。 

５ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複す

る部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その

他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

６ 添付書類のうち申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイト

の URL を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 
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別紙様式３号（別記１のⅠの第３の２及び別記２のⅠの第２の２関係） 

 

 

 

特  認  団  体  協  議  書 

 

 

 

事業実施主体の特認関係 

（注）１ 事業実施主体の定款、規約等を添付すること 

２ 事業実施主体の事業実施計画書を添付すること  

   ３ 必要に応じて地方農政局等が指示した書類等を添付すること 

４ 記載事項及び添付資料が既に提出している資料の内容と重複する場合には、その重複す

る部分については省略できることとし、省略するにあたっては、提出済の資料の名称その

他資料の特定に必要な情報を記載の上、当該資料と同じ旨を記載することとする。 

５ 添付書類のうち申請者のウェブサイトにおいて閲覧が可能な場合は、当該ウェブサイト

の URL を記載することにより当該資料の添付を省略することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業実施主体名 

（特認団体名） 

代表者氏名 所在地 取組名 

  

 

 

  

特認とする理由  
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別紙様式４号（別記１のⅠの第３の３並びに４及び別記２のⅠの第２の３並びに４関係） 

 

番     号  

年  月  日  

 

○○地方農政局長  殿 
北海道にあっては、農林水産省 ○○ 
沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

 

  

県（都道府）知事            

氏   名              

 

 

 

強い農業づくり総合支援交付金（都道府県向け交付金）の事業実施状況報告及 

び評価報告（○○年度） 

 

 

 強い農業づくり総合支援交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第2890号農林水産事務

次官依命通知）別記○の○の第○の○並びに○（注４）の規定に基づき、別添のとおり報告する。 

 

 

 

（注）１ 関係書類として、別紙様式５号を添付すること 

   ２ 別記１のⅠの第３の３の（３）及び４の（３）又は別記２のⅠの第２の３の（３）及び

４の（３）による改善措置を講じた場合は、改善措置内容についても、あわせて報告する

こと 

３ 必要に応じて別記１のⅠの第３の３の（１）及び４の（１）又は別記２のⅠの第２の３

の（１）及び４の（１）の規定による事業実施主体の事業実施状況報告書及び評価報告書

を添付すること 

４ 産地基幹施設等支援タイプの場合は別記１のⅠの第３の３並び４、卸売市場等支援タイ

プの場合は別記２のⅠの第２の３並び４を記載すること。 
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別紙様式５号（別記１のⅠの第３の３及び４並びに別記２のⅠの第２の３及び４関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ

メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付
金

都道
府県
費

市町
村費

その
他

（例
）○
○市

○○農
協

野菜
(○○)

○
○

▼【野
菜】▼
（低コ
スト
化）▼
事業実
施地区
におい
て○○
野菜栽
培の生
産コス
トの削
減

10,000
円／10
ａ（△
年度）

9,800
円／10
ａ（□
年度）

9,000
円／10
ａ（○
年度）

20%

○○野菜
栽培の生
産コスト
が２％削
減された

野菜
(○○)

○
○

▼【野
菜】▼
（労働
時間削
減）▼
事業実
施地区
におい
て10ａ
当たり
労働時
間を削
減

900ｈ
/10a

890ｈ
/10a

850ｈ
/10a

20%

○○野菜
栽培の労
働時間が
20％削減
された

・集出荷
貯蔵施設
（……）

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱別記１のⅠの第２の２の（２）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

（都道府県名：　　　　○○年度）

市町
村名

事業実
施主体
名

類
別

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な実績①

類
別

成果目
標の具
体的な
内容②

成果目標
の具体的
な実績②

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施
主体の評

価

都道府県
の評価

目標値
（○○
年）

達成率

（工種、
施設区
分、構
造、規

格、能力
等）

計画時
（△△
年）

１年後
（□□
年）

２年後
（◇◇
年）

３年後
（○○
年）

目標値
（○○
年）

事業実施後の状況②

都道府県平均
達成率

○％ ・・・・・・・・・・・

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（△△
年）

１年後
（□□
年）

２年後
（◇◇
年）

３年後
（○○
年）

（対象
作物・
畜種等
名）①
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２　卸売市場等支援タイプ

事業内容
（施設区
分、構
造、規模

等）

事業費

備考

（円）

交付
金

都道
府県
費

市町
村費

その
他

○○
市

○○
市中
央卸
売市
場

○○
市

品
質・
衛生
管理
高度
化施
設整
備

品
質・
衛生
管理
高度
化

物品鮮
度の保
持）
低温売
場販売
率が低
温売場
面積率
を超過

低温売
場面積
率

（△△
年)

△△％

低温売
場販売
率

(□□
年)

□□％

低温売
場販売
率

(○○
年)

○○％

○%超過

低温売場
販売率が
低温売場
面積率を
○%超過
した

物流
効率
化

(物流
コスト
等の削
減)

物流コ
ストの
削減

物流コ
スト
(△△
年)△
△千円

物流コ
スト
(□□
年)□
□千円

物流コ
スト
(○○
年)○
○千円

○％削
減

物流コス
トが○％
削減され
た

卸売場の
改良(鉄骨
造２階建)
 （……）

○％

（注）１ 別紙様式１号の１の（２）のⅡに準じて作成すること。  

２ 別添として、各事業実施主体等が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

３ 「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

４ 「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

５ 「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

成果目標Ⅰ 成果目標Ⅱ （都道府県名：　　　　○○年度）

事業実施後の状況

都道
府県
の評
価

達成率

負担区分（円）

１年後
（□□
年）

２年後
（◇◇
年）

事業
実施
主体
名

メ
ニュ
ー

類別

目標値
（○○
年）

２年後
（◇◇
年）

３年後
（○○
年）

成果目
標の具
体的な
内容

都道府県平均達成率 総合所見 ・・・・・・・・・・・

完了
年月
日

事業
実施
主体
の評
価

計画時
（△△
年）

１年後
（□□
年）

市町
村名

市場
名

成果目
標の具
体的な
内容

事業実施後の状況

成果目標
の具体的
な実績

計画時
（△△
年）

成果目標
の具体的
な実績

類別

達成率
３年後
（○○
年）

目標値
（○○
年）
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別紙様式６号（別記１のⅡ－１の第２の１の（６）、Ⅱ－２の第２の１の（７）、
　　　　　　　Ⅱ－３の第２の１の（６）、Ⅱ－４の第２の１及びⅡ－５の第２の１関係）

○○県（都道府）知事　殿

事業実施主体名
代表者氏名

【記入要領】

１．事業の導入及び取組の経過

２．当初事業実施計画の成果目標が未達成となった理由及び達成に向けた取組

達成率

　　　強い農業づくり総合支援交付金の事業実施に関する改善計画について

記

　目標年度の成果目標の全部又は一部が達成されていない場合は、下記の１、２に記入し、施
設等が当初の事業実施計画に従って適正かつ効率的に運用されていない場合は、下記の１、
３、４、５に記入すること。

目標年度における成果目標の達成率及び
未達成となった理由等

未達成となった理由等

成果目標
目標達成に向けた

取組

　○○年度において実施した強い農業づくり総合支援交付金について、当初事業実施計画の成
果目標の達成等が図られるよう、下記の改善計画を実施することとするので、報告します。
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３．施設等の利用の実績及び改善計画

４．改善方策

５．改善計画を実施するための推進体制

目標
計画策
定時

１年目 ２年目 ３年目
改善計
画策定

１年目 ２年目 改善目標

（　年）（　年）（　年）（　年）（　年）（　年）（　年）（　年）（　年）

基盤整備 作付面積等（ha）

（注１） 作付率等（％）

施設整備 利用量（ｔ、kg等）

（注２） 利用率（％）

収支差（千円）

収支率（％）

累積赤字（千円）

（注）１　基盤整備とは、「耕種作物小規模土地基盤整備」、「飼料作物作付及び家畜放牧等条件整備」及び

　　　　「飼料基盤条件整備」のことをいう。

　　　２　施設整備とは、「耕種作物共同利用施設整備」及び「畜産物共同利用施設整備」のことをいう。

　　　３　作付率、利用率は当該年度の数字を目標年度の数字で除して求める。

　　　４　収支率は、収入／支出×100とする。

　　　５　目標年が４年以上の取組等、必要に応じて、適宜欄を追加して記入すること。

　　　６　地域提案にあっては、基盤整備又は施設整備のいずれかに準じて記入すること。

（改善計画は、３カ年の計画とし、下記の様式により作成すること。なお、別記１の第 ３の
３の（１）に定める事業実施状況報告書の写しを添付すること。）

整備事業 指標

事業実施後の状況 改善計画

（別記１の第３の３の（１）に定める事業実施状況報告書の事業効果及び改善方策の欄を参
照し、問題点の解決のために必要な方策を、事業内容の見直しを含め具体的に記述するこ
と。）
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（別紙様式７号）

（１）　輸出の拡大に向けた戦略（推進体制：　　　　　　　　　　　　　（事務局：　　　　））

（２）　概要

（３）　課題と対処方針について

（４）　輸出目標について （単位：トン、百万円）

数量 金額 数量 増加割合 金額 増加割合 数量 金額 数量 増加割合 金額 増加割合 数量 金額 数量 増加割合 金額 増加割合

（注） １　本様式は、別記１の第３の１又は別記２のⅠの第２に定める実施計画書と併せて提出すること。

２　「（１）　輸出の拡大に向けた戦略」は、データも活用して特色、強み、PRできるポイントや副次的効果を明記すること。

３　本様式より詳細な内容を記載する場合にあっては、必要に応じて「別紙のとおり」と記入の上、別様にて提出して構わない。

○○年度　強い農業づくり総合支援交付金　輸出拡大計画　〔施設名：　　　　　　　　（事業実施主体：　　　　）〕

主な輸出品目
想定される
国内産地

主な経由
空港・港

※明確な場合は明記

主な輸出先国 代表的な販路
※輸送方法や会社名は明確な場合は明記。

輸出の拡大に向け
これまでに行った
主な取組

輸出先国の求める衛生基準等
への対応
（例：HACCP）

項　　目 課　　題 対　処　方　針

うち輸出分

○○年度（現状）

○○年度（目標）

うち輸出分 うち輸出分
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（別紙様式７号） 〔記載例〕

（１）　輸出の拡大に向けた戦略（推進体制：○○協議会（事務局：○○県））

（２）　概要

（３）　課題と対処方針について

（４）　輸出目標について （単位：トン、百万円）

数量 金額 数量 増加割合 金額 増加割合 数量 金額 数量 割合 金額 割合 数量 金額 数量 割合 金額 割合

200 100 10 10

11 10.0% 11 10.0%

（注） １　本様式は、別記１の第３の１又は別記２のⅠの第２に定める実施計画書と併せて提出すること。

２　「（１）　輸出の拡大に向けた戦略」は、データも活用して特色、強み、PRできるポイントや副次的効果を明記すること。

３　本様式より詳細な内容を記載する場合にあっては、必要に応じて「別紙のとおり」と記入の上、別様にて提出して構わない。

○○年度　強い農業づくり総合支援交付金　輸出拡大計画　〔施設名：〇〇農業用同組合〕

主な経由
空港・港

※明確な場合は明記。

輸出の拡大に向け
これまでに行った

主な取組
○○年　みかん○○トン（米国向け）

輸出先国の求める衛生基
準等への対応
（例：HACCP）

〔データも活用して特色、強み、ＰＲできるポイントや副次的効果を明記〕
　検疫に対応した集出荷施設を整備し、併せてＧＡＰ認証取得にも取り組む。国内ではトップクラスの評価を受けており、海外からのニーズも高いことから、今回輸出に取り組むことにより、産地ブランドの
向上を図るとともに、日本のみかんとしてのブランドを確立する。

代表的な販路
※輸送方法や会社名は明確な場合は明記。

A産地　→　Cフーズ（国内の輸出業者）　→　Dフーズ※（米国）
　※会社名は記入可能な範囲で記載

○○年度
ＪＧＡＰ認証取得予定

みかん

項　　目

検疫への対応

課　　題

検疫に対応した荷造りや梱包体制が整備されていない。

○○年度（現状）

○○年度（目標）

施設導入により、輸出先が求める条件をクリアする。

うち輸出分 うち輸出分 うち輸出分

対　処　方　針

主な輸出先国

米国みかん AA県 ○○空港

主な輸出品目
想定される
国内産地
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（１）関係（穀類乾燥調製貯蔵施設等再編利用（稲、麦、大豆等）の取組用））

１　基本情報

都道府県名 ●●県 地区名

事業費
総事業費○○千円
うち国費(○○千円)

事業年月

２　対象作物の現状及び成果目標

（対象品目：麦類）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：大豆）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：新規需要米）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：米（新規需要米以外））

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：その他品目）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

主な整備内容 △△ＣＥ：乾燥機（○t×○基）、色彩選別機（○t/h×○基）、貯蔵サイロ（○t×○基）等、具体的に記載する。

現状値及び目標値
備考

再編利用計画書

事業実施主体名 ○○農業協同組合 △△地区、▲▲地区

市町村名 ▽▽市
○○年○月～
○○年○月

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

注：本計画の対象となる産地の範囲、産地における対象品目の農家戸数、生産面積、生産量の現状及び事業実施年度から２年
後の成果目標を記載する。
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３　穀類乾燥調製貯蔵施設等の現状及び再編後の状況

（１）穀類乾燥調製貯蔵施設等の再編利用についての基本的な方針

（２）穀類乾燥調製貯蔵施設等の現状
区分 取扱数量（ｔ） 仕様 利用率（％） 利用料金（円）

CE○号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

CE●号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

RC△号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

個人乾燥
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

…

（３）穀類乾燥調製貯蔵施設等の再編後（事業実施２年後）の目標
区分 取扱数量（ｔ） 仕様 利用率（％） 利用料金（円）

CE○号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

CE●号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

RC△号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

個人乾燥
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

…

例）：JAが所有する既存の米麦ＣＥを更新・増強し、役割分担をした上で、その運用を担い手集団へ移譲することにより、施設利用の
　　　高度化を図る。
例）：大豆の増産に対応するため、既存の米麦ＣＥを模様替えし、大豆の乾燥調製用に汎用化する。整備後、さらなる増産に対応
　　　するため、調製ラインの増設を行う。

現行の機能分担、課題等

再編後の機能分担、課題等

注：（２）及び（３）については、本計画の対象となる施設の種類及び仕様（施設能力、しゅん功年等）、取扱収量、利用率、利用料
金、機能分担、課題等を記載する。
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４　再編利用のための事業計画

（１）複数年度（３ヵ年等）に渡る再編整備計画

CE○号機等

CE●号機等

RC△号機等

個人乾燥機等

注：事業計画の策定に当たっては、事業実施年度のみ事業等を実施する計画は不可とする。

（２）事業実施年度における具体的な事業内容

穀類乾燥調製
貯蔵施設等

備考

CE○号機等

CE●号機等

５　担い手への配慮

　

６　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

穀類乾燥調製
貯蔵施設等

事業内容
備考事業実施年

(○○年産）
１年後

(○○年産）
２年後

(○○年産）

-
例）一次乾燥施設として再整備し、ＣＥ○号の
サテライト化 -

- 例）ＣＥ○号へ機能を移管し徐々に廃止 例）ＣＥ○号へ機能を移管し徐々に廃止

例）色彩選別機等を導入し高度化 - -

例）大豆乾燥調製のために施設を汎用化 - -

注：事業計画の策定に当たっては、可能な限り既存施設を有効活用することを前提とし、将来の増産計画に見合い、過剰な施設
整備とならないよう留意すること。

例）　戦略作物を増産するためには、担い手集団を施設利用者に組み入れる必要があるため、以下のような取組を行う。
　　　１．再編整備を行ったＣＥの運営の一部もしくは全部を担い手に移譲する。
　　　２．サイロ貸しを行い、担い手の戦略的な販売を促進する。
　　　３．…
　　　４．…

※ 「経営所得安定対策等実施要綱」（平成23年４月１日付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）第２の２に規定する「水田
フル活用ビジョン」を策定している地域においては、本計画との整合性を図るとともに、「水田フル活用ビジョン」を参考資料として添付す
ること（添付資料は、公表資料のみでも可）。

事業内容 事業費

例）色彩選別機等を導入し高度化、３年後に担い手集団へ運営移譲を予定 色彩選別機等：○百万円

例）大豆乾燥調製のために施設を汎用化 大豆乾燥調製施設：○千万円
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（２）関係（集出荷貯蔵施設等再編利用（野菜・果樹、花き、いも類）の取組用））

１　基本情報

都道府県名 ●●県 地区名

事業費 千円 事業年月

２　対象作物の現状及び成果目標

（対象品目：　　　　　）

現状
（○○年)

実施年
（○○年)

１年後
（○○年度)

２年後
（○○年度）

○○地区 農家戸数（戸）

作付面積（ａ）

出荷量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

集出荷貯蔵施設数

農産物処理加工施設数

（対象品目：　　　　　）

現状
（○○年)

実施年
（○○年)

１年後
（○○年度)

２年後
（○○年度）

○○地区 農家戸数（戸）

作付面積（ａ）

出荷量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

集出荷貯蔵施設数

農産物処理加工施設数

（対象品目：　　　　　）

現状
（○○年)

実施年
（○○年)

１年後
（○○年度)

２年後
（○○年度）

○○地区 農家戸数（戸）

作付面積（ａ）

出荷量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

集出荷貯蔵施設数

農産物処理加工施設数

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

再編利用計画書

事業実施主体名 ○○農業協同組合 △△地区、▲▲地区

市町村名 ▽▽市
○○年○月～
○○年○月
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３　集出荷貯蔵施設等の現状及び再編後の状況

（１）集出荷貯蔵施設等の再編利用についての基本的な方針（再編による流通コストの低減の考え方を具体的に記載すること）

（２）集出荷貯蔵施設等の事業実施現状
区分 対象品目、計画処理量 処理量 利用率 利用料金 稼動期間

トマト　○○ｔ
○○ｔ

（○○ｔ）
○％

（○％）
○円/kg ○月～○月

人参　○○ｔ
○○ｔ

（○○ｔ）
○％

（○％）
○円/kg ○月～○月

●●選果場 メロン　○○ｔ
○○ｔ

（○○ｔ）
○％

（○％）
○円/kg ○月～○月

△△選果場 トマト　○○ｔ
○○ｔ

（○○ｔ）
○％

（○％）
○円/kg ○月～○月

選果場計 ○○ｔ
○○ｔ

（○○ｔ）
○％

（○％）
○月～○月

個選（□地区） トマト ○○ｔ ○月～○月

※処理量及び利用率は上段に直近年、下段(　)内に５年前の数値をそれぞれ記入する。

（３）集出荷貯蔵施設等の再編後（２年後）の目標
区分 対象品目、計画処理量 処理量 利用率 利用料金 稼動期間

○○選果場 トマト　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

メロン　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

人参　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

選果場計 ○○ｔ ○○ｔ ○％ ○月～○月

４　再編利用のための事業計画

事業実施年
（○○年）

１年後
（○○年）

２年後
（○○年）

○○選果場
例）処理能力の高いトマト選果機を
再整備 - -

●●選果場
例）メロンの光センサー選果機を再
整備するとともに、○○選果場の
人参選果機能を移動

△△選果場 -

例）○○選果場にト
マトを集約し、施設
は直売所として活
用

-

注：事業実施年度のみ取組を実施する計画は不可とする。

５　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

●●選果場

※　参考資料として再編前後の施設の位置及び受益地域を示した地図を添付すること。

（○○年度）選果機：○○百万円 事業実施にあたり、増築等の届出を行う予定

例）新品目の導入や選果データを活用し
た栽培技術の均一化の取組等を実施

（○○年度）○○対応光センサー選果機
等：○○百万円

事業実施にあたり、増築等の届出を行う予定

事業目的の変更にあたり、建屋は財産処分予
定

集出荷貯蔵施
設等

事業内容
補助事業の内容等 備考（必要な手続き等）

再編後の機能分担、課題等

例）：トマトの選果を１カ所に集約し、施設の利用率を向上させ、利用料金を下げることで選果コストの低減を図るとともに、最新の光センサー選
果機を導入することで、高糖度メロンのブランド再建を図る。

例）：立地のよいA選果場の取扱品目を増加させ、産地の集荷を集約することで、集荷賃を下げて流通コストを低減するとともに、統一ブランド
の確立により有利販売を達成する。また、これに伴い廃止する選果場を直売所にすることで、販売額の増加を図る。

現行の機能分担、課題等

○○選果場
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（３）関係（農産物処理加工施設等再編利用（茶）の取組用））

基本情報

事業実施主体名 都道府県名・市町村名 ●●県▽▽市 地区名

１　茶生産・加工の現状及び成果目標（現状、実施年、２年後）

現状
（○○年）

実施年
（○○年）

２年後
（○○年）

○○地区 農家戸数（戸）

栽培面積（ａ）

生産量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

荒茶加工施設数

仕上茶加工施設数

２　農産物処理加工施設等の現状及び再編利用後の状況

（１）本計画の対象となる施設の再編利用についての基本的な方針

（２）本計画の対象となる施設の現状の取扱数量、施設における課題等

施設名 取扱数量（ｔ） 販売額（千円）

荒茶加工施設
（○○茶生産組合）

荒茶加工施設
（△△茶生産組合）

仕上茶加工施設
（□□茶生産組合）

…
…

（３）本計画の対象となる施設の再編利用後の取扱数量、期待される効果等

施設名 取扱数量（ｔ） 販売額（千円）

荒茶加工施設
（○○茶生産組合）

荒茶加工施設
（△△茶生産組合）

仕上茶加工施設
（□□茶生産組合）

…
…

３　再編利用のための事業計画

    事業実施年度における具体的な事業内容

施設名 実施（予定）年度 備考

荒茶加工施設
（○○茶生産組合）

○○年度

仕上茶加工施設
（□□茶生産組合）

○○年度

４　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

乾燥機、選別火入れライン：
　　　　　　　　　　　○百万円

※　参考資料として当該地域の地図を添付すること。

事業内容 事業費

例）蒸機、粗揉機等を更新し、既存施設の機能向上を図り、計画的な荒茶生産に
     取り組む。

蒸機、粗揉機等：○百万円

例）乾燥機を更新するとともに、選別火入れラインを増設し、消費者ニーズに即した
　　 仕上加工に取り組む。

再編利用後に期待される効果等

再編利用計画書

○○茶生産組合、□□茶生産組合 △△地区、▲▲地区

現状値及び目標値

備考

例）：○○茶生産組合が所有する既存の荒茶加工施設について、施設の有効利用を図る観点から、荒茶加工機の一部だけを更新し、施設の
    機能向上を図り、計画的な荒茶生産に取り組む。

例）：△△地域内の荒茶加工施設○箇所を品種毎に加工する等役割分担を図るため、○○茶生産組合が所有する既存の荒茶加工施設を補修
　　するとともに、□□茶生産組合が所有する荒茶加工施設を改修し、施設の効率化を図る。

例）：△△地域内にある複数の荒茶加工施設を１箇所に集約するため、○○茶生産組合が所有する既存の荒茶加工施設を改修し、施設利用の
　 高度化を図る。

例）：△△茶生産組合が所有する仕上茶加工施設について、乾燥機を更新するとともに、選別火入れラインを増設し、△△地域内の荒茶加工
   施設からの原料調達を拡大することによって、消費者ニーズに即した仕上加工に取り組み、△△地域の産地ブランド力を高める。

現状の施設における課題等
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（４）関係（食肉等流通体制再編整備の取組用））

１　基本情報

都道府県名 市町村名

畜種 事業年月

２　食肉等流通処理施設の現状及び目標

（１）本計画の対象となる施設の再編合理化についての基本的な方針

（２）本計画の対象となる施設の現状（現状　○○年度）

施設名 畜種 処理数量 処理能力 処理コスト 利用日数

計

（３）本計画の対象となる施設の再編合理化後の目標（目標　○○年度）

施設名 畜種 処理数量 処理能力 処理コスト 利用日数

計

３　再編合理化のための事業計画

施設名 実施予定年度 予定事業費 備考

千円

千円

千円

計 千円

４　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

再編合理化計画書

事業実施主体名

施設の種類
○○年○月～
○○年度○月

例　○○市内にある２箇所の処理施設を１箇所に集約するため、○○組合が所有する処理施設を廃止し、○○農協が所有す
る処理施設に機能を集約することで、再編合理化を図る。

再編合理化の方針

注１　食鳥処理施設にあっては、処理数量の欄には１日当たりの処理羽数を、処理能力の欄には１日当たりの処理能力を、処理コストの欄には１万羽
　　当たりの処理コストを、利用日数の欄には年間稼働日数を記載すること。
　　　鶏卵処理施設にあっては、処理数量の欄には１日当たりの取扱数量を、処理能力の欄には１日当たりの処理能力を、処理コストの欄には100kg
　　当たりの処理コストを、利用日数の欄には年間稼働日数を記載すること。
　　　家畜市場にあっては、処理重量の欄には年間の家畜取引頭数、処理能力の欄には開催１回当たりの平均取引頭数、処理コストの欄には牛換算
　　100頭当たりの取引コスト、利用日数の欄には年間開催回数を記載すること。
注２　再編合理化の方針の欄には、当該施設の廃止、他施設との統合など、具体的な方針を記載すること。

※１　参考資料として、各施設の位置が分かる当該地域の地図を添付すること。
※２　欄が不足する場合は適宜追加すること。

事業名 事業内容

期待される効果等

注）処理重量、処理能力、処理コスト及び利用日数の考え方は、（２）と同様。
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（５）関係（国内産糖工場再編合理化の推進用））

基本情報

地区名

１．国内産糖工場の現状及び目標 　

（１）本計画の対象となる地域の再編合理化についての基本的な方針

例）：△△地区内の集荷体制の見直しを行い、各工場の操業率の向上を図ることで、国内産糖工場の生産コストを低減させる。

例）：△△地域内にある複数の国内産糖工場を集約するため、○○工場、○○工場を廃止し、○○○○に新たな工場を建設する。

（２）本計画の対象となる地域の現状　（現状　○○年度）

処理能力 操業率 製造コスト 施設における課題等

（トン／日） （％） （円／製品トン）

○○株式会社 ○○工場
例）近年、生産者の高齢化に
よる作業効率の減少に伴い、
操業率が低下傾向。

△△株式会社 △△工場

□□株式会社 □□工場

計
（○工場）

（３）本計画の対象となる地域の再編合理化後の目標　（目標　○○年度）

処理能力 操業率 製造コスト 再編合理化後の集荷計画

（トン／日） （ｈａ） （トン） （％） （円／製品トン）

○○株式会社 ○○工場

□□株式会社 □□工場

計
（○工場）

その他期待される効果等

２．再編合理化のための事業計画

事業実施年度における具体的な事業内容

事業者名 工場名 備考

△△株式会社 △△工場

３．その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

※参考資料として、各工場の位置がわかる当該地域の地図、再編合理化に係る関係者の意思決定が確認できる文書

　及び各工場の損益が分かる資料を添付すること。

事業内容 実施（予定）年度 事業費

事業実施主体名 都道府県名・市町村名

事業者名 工場名
作付（収穫）面積 収穫量（原料処理量）

再編合理化計画

事業者名 工場名
作付（収穫）面積 収穫量（原料処理量）

（ｈａ） （トン）
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（５）関係（国内産いもでん粉工場再編合理化の推進用））

基本情報

事業実施主体名 地区名

１　国内産いもでん粉工場の現状及び目標

（１）本計画の対象となる地域の再編合理化についての基本的な方針

（２）本計画の対象となる地域の現状　（現状　○○年度）

施設名 原料集荷量 原料処理能力 操業率 年間生産量

○○工場
（○○生産組合）

△△△△
（△△株式会社）

□□□工場
（□□組合）

計
（○工場）

再編合理化計画

○○○○工場 都道府県名・市町村名 ●●県▽▽市 △△地区

例）：△△地域内の○箇所の国内産いもでん粉工場について、品種毎に加工する等の役割分担を図るため、○○○○が所有する既存の国内産いもでん粉工場を廃棄し○箇所に再編統合する。また、地区内の集荷体制の見
直しを行い、各工場の操業率の向上を図ることで、国内産いもでん粉の生産コストを低減させる。

例）：△△地域内にある複数の国内産いもでん粉工場を集約するため、○○工場、○○工場を廃止し、○○○○に新たな工場を建設する。

主な販売先 施設における課題等

例）近年、生産者の高齢化による集荷量の減少に伴い、操業率が低下傾
向。

例）生産者の高齢化による離農から、約定を締結する生産者が減少。
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（３）本計画の対象となる地域の再編合理化後の目標　（目標　○○年度）

施設名 原料集荷量 原料処理能力 操業率 年間生産量

○○工場
（○○生産組合）

□□□工場
（□□組合）

計
（○工場）

その他期待される効果等

２　再編合理化のための事業計画

    事業実施年度における具体的な事業内容

施設名 実施（予定）年度

△△△△
（△△株式会社）

○○年度

３　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

※　参考資料として各工場の位置がわかる当該地域の地図を添付すること。

事業内容 事業費 備考

主な販売先 廃棄工場へ出荷されていた原料用いもの集荷計画
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別紙様式８号（別記１のⅡ-２の第２の６の（６）関係（乳業再編等整備の推進用））

基本情報

事業実施主体名 地区名

１　現状及び目標

（１）本計画の対象となる地域の再編合理化についての基本的な方針

（２）本計画の対象となる地域の現状　（現状　○○年度）

施設名
生乳処理能力

(トン/日)
生乳処理量

(トン/日)
稼働率(%)

○○工場
（○○生産組合）

△△工場
（△△株式会社）

□□□工場
（□□組合）

計
（○工場）

主な製造品目 施設における課題等

例）近年、生乳生産量の減少に伴い、稼働率が低下傾向。

例）：△△地域内の○箇所の乳業工場について、効率的な製造を図るため、○○○○が所有する既存の乳業工場を廃棄し○箇所に再編統合する。また、地域内の集送乳体制の見直しを行い、各工場の稼働率の向上を図る
ことで、乳業の生産コストを低減させる。

例）：△△地域内にある複数の乳業工場を集約するため、○○工場、○○工場を廃止し、○○○○に新たな工場を建設する。

例）△△地域内にある複数の貯乳施設を集約するため、○○施設を廃止し、○○施設を増設する。

再編合理化計画

○○○○ 都道府県名・市町村名 ●●県▽▽市 △△地区
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（３）本計画の対象となる地域の再編合理化後の目標　（目標　○○年度）

施設名
生乳処理能力

(トン/日)
生乳処理量

(トン/日)
稼働率(%)

○○工場
（○○生産組合）

□□□工場
（□□組合）

計
（○工場）

その他期待される効果等

２　再編合理化のための事業計画

    事業実施年度における具体的な事業内容

施設名 実施（予定）年度

△△△△
（△△株式会社）

○○年度

３　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

※　参考資料として各工場の位置がわかる当該地域の地図を添付すること。

事業内容 事業費 備考

主な製造品目 廃棄工場へ出荷されていた生乳の集荷計画
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別紙様式９号（別記１のⅡ-２の第２の６関係）

　○○農政局長
注２

　殿

　　

（注）１

２

３

　関係書類として、別紙様式８号を添付すること。

　北海道にあっては農林水産省農産局長宛て、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務
局長宛てとすること。

　穀類乾燥調製貯蔵施設等再編利用（稲、麦、大豆等）の取組にあっては穀類乾燥調
製貯蔵施設等に係る再編利用計画、集出荷貯蔵施設等再編利用（野菜、果樹、花き）
の取組にあっては集出荷貯蔵施設等に係る再編利用計画、農産物処理加工施設等再編
利用（茶）の取組にあっては農産物処理加工施設等に係る再編利用計画、食肉等流通
体制再編整備の取組にあっては食肉等流通処理施設に係る再編合理化計画、国内産
糖・国内産いもでん粉工場再編合理化の推進にあっては国内産糖・国内産いもでん粉
工場に係る再編合理化計画、乳業再編等整備にあっては乳業工場等に係る再編合理化
計画とすること。

　強い農業づくり総合支援交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第2890号農林水産

事務次官依命通知)
 
別記１のⅡ－２の第２の６の規定に基づき、穀類乾燥調製貯蔵施設等に係

る再編利用計画
注３

の提出状況について報告する。

番　　　　　号
年　　月　　日

都道府県知事

穀類乾燥調製貯蔵施設等に係る再編利用計画
注３

の提出状況の報告について

180



別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（１）関係（穀類乾燥調製貯蔵施設等再編利用（稲、麦、大豆等）の取組用））

１　基本情報

都道府県名 ●●県 地区名

事業費
総事業費○○千

円
うち国費(○○千

事業年月

２　対象作物の現状及び成果目標

（対象品目：麦類）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：大豆）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：新規需要米）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：米（新規需要米以外））

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

（対象品目：その他品目）

計画策定時
(○○年産）

事業実施年
(○○年産）

１年後
(○○年産）

２年後
(○○年産）

○○地区 農家戸数（戸）

生産面積（ａ）

生産量（ｔ）

主な整備内容 △△ＣＥ：乾燥機（○t×○基）、色彩選別機（○t/h×○基）、貯蔵サイロ（○t×○基）等、具体的に記載する。

現状値及び目標値
備考

再編利用計画の取組状況報告書

事業実施主体名 ○○農業協同組合 △△地区、▲▲地区

市町村名 ▽▽市
○○年○月～
○○年○月

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

注：本計画の対象となる産地の範囲、産地における対象品目の農家戸数、生産面積、生産量の達成状況を記載する。

181



３　穀類乾燥調製貯蔵施設等の現状及び再編後の状況

（１）穀類乾燥調製貯蔵施設等の再編利用についての基本的な方針

（２）穀類乾燥調製貯蔵施設等の事業実施前の概況
区分 取扱数量（ｔ） 仕様 利用率（％） 利用料金（円）

CE○号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

CE●号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

RC△号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

個人乾燥
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

…

（３）穀類乾燥調製貯蔵施設等の現状
区分 取扱数量（ｔ） 仕様 利用率（％） 利用料金（円）

CE○号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

CE●号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

RC△号機等
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

個人乾燥
麦類

大豆

新規需要米

米(新規需要米以外)

その他品目

…

例）：JAが所有する既存の米麦ＣＥを更新・増強し、役割分担をした上で、その運用を担い手集団へ移譲することにより、施設利用の
　　　高度化を図る。
例）：大豆の増産に対応するため、既存の米麦ＣＥを模様替えし、大豆の乾燥調製用に汎用化する。整備後、さらなる増産に対応
　　　するため、調製ラインの増設を行う。

事業実施前の機能分担、課題等

現状の機能分担、課題等

注：（２）及び（３）については、本計画の対象となる施設の種類及び仕様（施設能力、しゅん功年等）、取扱収量、利用率、利用
料金、機能分担、課題等を記載する。
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４　再編利用のための事業計画

複数年度（３ヵ年等）に渡る再編整備計画

CE○号機等

CE●号機等

RC△号機等

個人乾燥機等

注：事業計画の策定に当たっては、事業実施年度のみ事業等を実施する計画は不可とする。

５　担い手への配慮

６　その他（都道府県知事が計画取組状況の報告等を行うに当たって必要とする項目）

例）色彩選別機等を導入し高度化 - -

例）大豆乾燥調製のために施設を汎用化 - -

穀類乾燥調製
貯蔵施設等

事業内容
備考

事業実施年 １年後 ２年後

例）　戦略作物を増産するためには、担い手集団を施設利用者に組み入れる必要があるため、以下のような取組を行う。
　　　１．再編整備を行ったＣＥの運営の一部もしくは全部を担い手に移譲する。
　　　２．サイロ貸しを行い、担い手の戦略的な販売を促進する。
　　　３．…
　　　４．…

※　「経営所得安定対策等実施要綱」（平成23年４月１日付け22経営第7133号農林水産事務次官依命通知）第２の２に規定する「水
田フル活用ビジョン」を策定している地域においては、本計画との整合性を図るとともに、「水田フル活用ビジョン」を参考資料として
添付すること（添付資料は、公表資料のみでも可）。

-
例）一次乾燥施設として再整備し、ＣＥ○
号のサテライト化 -

- 例）ＣＥ○号へ機能を移管し徐々に廃止 例）ＣＥ○号へ機能を移管し徐々に廃止
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別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（２）関係（集出荷貯蔵施設等再編利用（野菜、果樹、花き、いも類）の取組用））

１　基本情報

都道府県名 ●●県 地区名

事業費 千円 事業年月

２　対象作物の状況

（対象品目：　　　　　）

計画策定時
（○○年）

現状値
（●●年）

目標値
（●●年）

目標値
（△△年）

○○地区 農家戸数（戸）

作付面積（ａ）

出荷量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

集出荷貯蔵施設数

農産物処理加工施設数

（対象品目：　　　　　）

計画策定時
（○○年）

現状値
（●●年）

目標値
（●●年）

目標値
（△△年）

○○地区 農家戸数（戸）

作付面積（ａ）

出荷量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

集出荷貯蔵施設数

農産物処理加工施設数

（対象品目：　　　　　）

計画策定時
（○○年）

現状値
（●●年）

目標値
（●●年）

目標値
（△△年）

○○地区 農家戸数（戸）

作付面積（ａ）

出荷量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

集出荷貯蔵施設数

農産物処理加工施設数

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

現状値及び目標値
備考

再編利用計画の取組状況報告書

事業実施主体名 ○○農業協同組合 △△地区、▲▲地区

市町村名 ▽▽市
○○年○月～
○○年○月
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３　集出荷貯蔵施設等の現状及び再編後の状況

（１）集出荷貯蔵施設等の再編利用についての基本的な方針

（２）集出荷貯蔵施設等の事業実施前の概況
区分 対象品目、計画処理量 処理量 利用率 利用料金 稼動期間

トマト　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

人参　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

●●選果場 メロン　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

△△選果場 トマト　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

選果場計 ○○ｔ ○○ｔ ○％ ○月～○月

個選（□地区） トマト ○○ｔ ○月～○月

（３）集出荷貯蔵施設等の現状
区分 対象品目、計画処理量 処理量 利用率 利用料金 稼動期間

○○選果場 トマト　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

メロン　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

人参　○○ｔ ○○ｔ ○％ ○円/kg ○月～○月

選果場計 ○○ｔ ○○ｔ ○％ ○月～○月

４　再編利用のための取組実績

事業実施年
（○○年）

１年後
（○○年）

２年後
（○○年）

○○選果場
例）処理能力の高いトマト選果機
を再整備 - -

●●選果場
例）メロンの光センサー選果機を
再整備するとともに、○○選果場
の人参選果機能を移動

△△選果場 -
例）○○選果場にト
マトを集約し、施設は
直売所として活用

-

注：1年後の報告の際は、２年後の欄には計画を記載する。

５　その他（都道府県知事が計画の審査等を行うに当たって必要とする項目）

（○○年度）選果機：○○百万円 事業実施にあたり、増築等の届出を行う予定

例）新品目の導入や選果データを活用した
栽培技術の均一化の取組等を実施

（○○年度）○○対応光センサー選果機
等：○○百万円

●●選果場

※　参考資料として再編前後の施設の位置及び受益地域を示した地図を添付すること。

事業目的の変更にあたり、建屋は財産処分予定

集出荷貯蔵施
設等

事業内容
補助事業の内容等 備考（必要な手続き等）

事業実施にあたり、増築等の届出を行う予定

再編後の機能分担、課題等

例）：トマトの選果を１カ所に集約し、選果コストの低減と有利販売を図るとともに、最新の光センサー選果機を導入することで、高糖度メロンのブラ
ンド再建を図る。

現行の機能分担、課題等

○○選果場
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別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（３）関係（農産物処理加工施設等再編利用（茶）の取組用））

基本情報

事業実施主体名 都道府県名・市町村名 ●●県▽▽市 地区名

１　茶生産・加工の再編利用後の状況（計画策定時、現状、目標）

計画策定時
（○○年）

現状値
（○○年度）

目標値
（○○年度）

○○地区 農家戸数（戸）

栽培面積（ａ）

生産量（ｔ）

販売額（千円）

主な販売先

荒茶加工施設数

仕上茶加工施設数

２　農産物処理加工施設等の再編利用後の状況

（２）本計画の対象となる施設の取扱数量、再編利用後の成果等

計画策定時
（○○年度）

現状値
（○○年度）

目標値
（○○年度）

計画策定時
（○○年度）

現状値
（○○年度）

目標値
（○○年度）

荒茶加工施設
（○○茶生産組合）

荒茶加工施設
（△△茶生産組合）

仕上茶加工施設
（□□茶生産組合）

…
…

３　再編利用における取組実績

    再編利用計画期間中における具体的な取組実績

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

荒茶加工施設
（○○茶生産組合）

例）蒸機、粗揉機等を
更新 -

例）ボイラー（乾燥機の付
帯設備）のみを新品に交
換

- -

荒茶加工施設
（△△茶生産組合）

- - - 例）萎凋機を増設 -

仕上茶加工施設
（□□茶生産組合）

例）乾燥機の更新、選
別火入れラインの増設 - - - -

４　その他（都道府県知事が取組状況の報告等を行うに当たって必要とする項目）

施設名
事業内容

備考

（１）本計画の対象となる施設の再編利用後の状況

施設名

取扱数量（ｔ） 販売額（千円）

再編利用後の成果等

再編利用計画の取組状況報告書

○○茶生産組合、□□茶生産組合 △△地区、▲▲地区

現状値及び目標値

備考
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別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（４）関係（食肉等流通体制再編整備の取組用））

１　基本情報

都道府県名 市町村名

畜種 事業年月

２　食肉等流通処理施設の再編合理化後の状況

（１）本計画の対象となる施設の再編合理化後の状況

（２）再編合理化後の現状（○○年度）

施設名 畜種 処理数量 処理能力 処理コスト 利用日数

計

３　再編合理化の取組実績

再編合理化計画に基づく具体的な取組実績

施設名 実施年度 事業費 備考

千円

千円

千円

計 千円

４　その他（取組状況報告に必要な項目）

再編合理化計画の取組状況報告書

事業実施主体名

施設の種類
　○○年○月～

○○年○月

再編合理化により発揮された効果等

注　　食鳥処理施設にあっては、処理数量の欄には１日当たりの処理羽数を、処理能力の欄には１日当たりの処理能力を、処理コストの欄には１万羽
　　当たりの処理コストを、利用日数の欄には年間稼働日数を記載すること。
　　　鶏卵処理施設にあっては、処理数量の欄には１日当たりの取扱数量を、処理能力の欄には１日当たりの処理能力を、処理コストの欄には100kg
　　当たりの処理コストを、利用日数の欄には年間稼働日数を記載すること。
　　　家畜市場にあっては、処理数量の欄には年間の家畜取引頭数、処理能力の欄には開催１回当たりの平均取引頭数、処理コストの欄には牛換算
　　100頭当たりの取引コスト、利用日数の欄には年間開催回数を記載すること。

※１　参考資料として、各施設の位置が分かる当該地域の地図を添付すること。
※２　欄が不足する場合は適宜追加すること。

事業内容

187



別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（５）関係（国内産糖工場再編合理化の推進用））

基本情報

地区名

１．国内産糖工場の再編合理化後の状況 　

（１）本計画の対象となる地域の再編合理化後の状況（○○年度）

事業者名 工場名 処理能力 操業率 製造コスト 再編合理化後の集荷計画

（トン／日） （％） （円／製品トン）

○○株式会社 ○○工場

□□株式会社 □□工場

計
（○工場）

再編合理化により発揮された効果等

２．再編合理化における取組実績

再編合理化計画期間中における具体的な取組実績

事業者名 工場名 備考

○○株式会社 ○○工場

△△株式会社 △△工場

３．その他（取組状況報告に必要な項目）

※参考資料として、各工場の位置がわかる当該地域の地図、及び各工場の損益がわかる資料を添付すること。

再編合理化計画の取組状況報告書

事業実施主体名 都道府県名・市町村名

作付（収穫）面積 収穫量（原料処理量）

（ｈａ） （トン）

○○年度

事業費事業内容 実施年度
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別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（５）関係（国内産いもでん粉工場再編合理化の推進用））

基本情報

事業実施主体名 地区名

１　国内産いもでん粉工場の再編合理化後の状況

（１）本計画の対象となる地域の再編合理化後の状況　（○○年度）

施設名 原料集荷量 原料処理能力 操業率 年間生産量

○○工場
（○○生産組合）

□□□工場
（□□組合）

計
（○工場）

再編合理化により発揮された効果等

主な販売先 廃棄工場へ出荷されていた原料用いもの集荷状況

再編合理化計画の取組状況報告書

○○○○工場 都道府県名・市町村名 ●●県▽▽市 △△地区
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２　再編合理化における取組実績

    再編合理化計画期間中における具体的な取組実績

施設名 実施年度

○○工場
（○○生産組合）

○○年度

△△△△
（△△株式会社）

３　その他（取組状況報告に必要な項目）

※　参考資料として各工場の位置がわかる当該地域の地図を添付すること。

事業内容 事業費 備考
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別紙様式10号（別記１のⅡ-２の第２の６の（６）関係（乳業再編等整備の推進用））

基本情報

事業実施主体名 地区名

１　再編合理化後の状況

（１）本計画の対象となる地域の再編合理化後の状況　（○○年度）

施設名
生乳処理能力

(トン/日)
生乳処理量

(トン/日)
稼働率(%)

○○工場
（○○生産組合）

□□□工場
（□□組合）

計
（○工場）

再編合理化により発揮された効果等

主な製造品目 廃棄工場へ出荷されていた生乳の集荷計画

再編合理化計画の取組状況報告書

○○○○ 都道府県名・市町村名 ●●県▽▽市 △△地区
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２　再編合理化における取組実績

    再編合理化計画期間中における具体的な取組実績

施設名 実施年度

○○工場
（○○生産組合）

○○年度

△△△△
（△△株式会社）

３　その他（取組状況報告に必要な項目）

※　参考資料として各工場の位置がわかる当該地域の地図を添付すること。

事業内容 事業費 備考
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別紙様式11号（別記１のⅡ-２の第２の６関係）

　○○農政局長
注２

　殿

（注）１

２

３

　関係書類として、別紙様式10号を添付すること。

　北海道にあっては農林水産省農産局長宛て、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務
局長宛てとすること。

　穀類乾燥調製貯蔵施設等再編利用（稲、麦、大豆等）の取組にあっては穀類乾燥調
製貯蔵施設等に係る再編利用計画、集出荷貯蔵施設等再編利用（野菜、果樹、花き）
の取組にあっては集出荷貯蔵施設等に係る再編利用計画、農産物処理加工施設等再編
利用（茶）の取組にあっては農産物処理加工施設等に係る再編利用計画、食肉等流通
体制再編整備の取組にあっては食肉等流通処理施設に係る再編合理化計画、国内産
糖・国内産いもでん粉工場再編合理化の推進にあっては国内産糖・国内産いもでん粉
工場に係る再編合理化計画、乳業再編等整備にあっては乳業工場等に係る再編合理化
計画とすること。

番　　　　　号
年　　月　　日

　強い農業づくり総合支援交付金交付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第2890号農林水産
事務次官依命通知)別記１のⅡ－２の第２の６の規定に基づき、穀類乾燥調製貯蔵施設等に係る

再編利用計画
注３

の取組状況報告書の提出状況について報告する。

都道府県知事

穀類乾燥調製貯蔵施設等に係る再編利用計画
注３

の取組状況報告書の提出状況の報告について
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【記載例】

１．点検を行う品目

２．現状の把握

２－①　現況の出荷規格

※規格表を添付すること

２－② 　現況の出荷規格ごとの卸値と出荷量（卸値については年平均単価を記入）
（ 6 階級 ）

3L 2L L M S 2S

kg単価

出荷量(t）

kg単価

出荷量(t）

kg単価

出荷量(t）

kg単価

出荷量(t）

kg単価

出荷量(t）

kg単価

出荷量(t）

参考様式１号

※出荷規格が複数ある場合（契約取引除く）は、主に使用しているものを記入
※決算済の直近年の実績を記載

規格数 設定年 規格区分

青果物流通の合理化に向けた総点検
～青果物の持続的な生産に向けて～

目的

(例）にんじん

（例）18区分

等級

（3等級）

Ａ

丸品

Ｃ

(例）Ｈ27年9月より改正 （例）等級、重さ、長さや荷作り方法により区分

 市場出荷
階級　

・青果物の持続的な生産、安定供給の実現に向け、労力確保が大きな課題となる中、ボトルネックと

なっている作業を特定し、その見直し・改善を図っていくことが不可欠です。

・特に、出荷規格に基づく選別作業を含め、出荷規格に関連する収穫・調製・出荷作業等は一般的に大

きな作業負担となっています。

・この総点検は、関連の施設整備事業の実施に際して、将来の生産体制を見通した出荷規格関連の作

業に対して現状分析・検証を行っていただくことにより、青果物の持続的な生産と安定供給に向けて実

施していただくものです。
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２－③　現況の出荷関連作業の内容と労働力
※出荷規格の多寡に伴い、作業量が増減する作業（収穫・選別・調製・包装・箱詰め・出荷）が対象
※平均的な規模の生産者を目安として記載すること

◆収穫作業（当てはまる内容にチェックをつけること）
　□出荷規格の範囲に合わせるため、１日複数回の作業を行っている
　□出荷規格の多寡で作業内容は変わらない
　□その他（加工用や、すでに出荷規格を簡素化しているため機械で収穫等）

・収穫作業の具体的な作業内容及び労働力

◆選別～出荷作業の内容と労働力

２－④　現況の出荷資材
・出荷に利用する資材

・出荷に係る費用（流通コスト）

円/kg
※決算済の直近年の実績を記載。

（例）取扱量：○t（H29実績）
作業人数：○名/日（ピーク時）
作業時間：のべ○時間（稼働日数○
日）

（例１）全体の９割は、包装資材としてフィルムシートを使用し、ダンボールに入れて出荷。パレットを使用。残
りは加工用として、包装せず鉄コンテナに入れて出荷。
（例２）大半（約98％程度）は、緩衝材を使用しダンボールに入れて出荷。残りは贈答用として、緩衝材を使用
し木箱に入れ、さらにダンボールに入れて出荷。

生産者

選果場
（生産者団
体で行うも
のも含む）

（例）高値であるＭ規格の範囲で出来るだけ出荷できるよう、１日３回手作業で収穫を行っている。
生産規模：○a
収穫作業：年○日程度のピーク時は、○人で対応（うち雇用△人）
1人1日あたり収穫に係る労働時間：○時間/日

※出荷規格の多寡で作業内容が変わらない場合は、記載不要

（例）15～20
（幅を持たせても可）

作業内容

（例１）個選のため、選別・調製・箱詰めしＪＡに出荷。選別
は手作業。
（例２）集落の生産者団体で共選のため、予備選別のみ行
い集荷場へ持ち込む。

（例）選別以降の作業を実施。選別は機械で行うが、調製・
包装・箱詰めは手作業。

労働力

（例）生産規模：○a（H29実績）
作業人数：○名/日（ピーク時）うち雇
用△名
作業時間：○時間/人・日（ピーク時）

※収穫と選別を一体的に行っており不
可分な場合は、こちらにまとめて記載す
ること
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２－⑤　契約取引等の実施の効果

３．現状の検証

３－①　現在の実需者ニーズの把握と現行出荷規格との整合性

現在のニーズと出荷規格の
整合性

(例）・20年前から当規格で出荷しており、特に市場とは規格に関しての意
見交換等を実施しておらず、現在のニーズと異なる可能性がある。
・現在も市場から言われているとおりの出荷規格であるが、○○等級につ
いてここまでの細分化が本当に必要なのか疑問がある。

現行規格となっている背景

(例）○○市場に出荷する上で、出荷規格設定当時に市場から具体的に18
区分の依頼を受けていた。

市場・実需者から聞いている
現在のニーズ

(例）・当産地のものを市場を通じて購入している主な実需者からは、○○
の規格については○○のため現状どおりが良いと言っているが、□□と△
△は用途は同じであり統合してもよいのではと聞いている。

販売実績（単価・出荷量）

(例）・S、２Sの価格差が小さい上に、年間出荷量の割合が少ない。Sと2S
それぞれに特定した用途・需要を聞いていないので、統合を検討したい。

項　目 内　　容

契約取引の
出荷量・割合

出荷量：
割　合：

契約取引の実施相手
数及び規格の種類数

（例）直接取引の実施相手数は３社だが、直接取引用の出荷規格は統一しておりど
の社向けであっても同じで、１種類である。

市場の出荷規格
との違い

（例）Ａ品の２Ｌ～Ｍをひとまとめに出荷している。これ以外の規格は出荷対象外であ
る。

市場の出荷形態と流
通コストとの違い

（例）ダンボールではなく鉄コンテナで出荷しているため、資材費はトータルで○円の
コスト削減となっている。

直接取引と市場出荷
の作業内容の違い

(例1）収穫について機械収穫で行っているため、省力化につながっている。
(例2）○○向けのものは、○規格しかなく、包装・袋詰め等がないため、大幅な労働
時間の短縮につながっている。

項　目 内　　容
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３－②　将来の労働力に関する見通しを踏まえた作業体系のあり方

３－③　流通コスト低減の観点を踏まえた出荷のあり方

３－④労力軽減が実現できる販売方法等の検討

作業のアウトソーシングの
可能性　ほか

(例）袋詰めは労力を要するので、全体の○割程度は○○市場のパッケー
ジセンターへの委託を検討。

その他

項　目 見直しの可能性

直接取引の拡大及び
新たな販路の検討

(例）・３L・２Ｌの規格については加工用の販路を広げたい。
　　  ・直接取引先とは商談を進めているところで、さらに○ｔ程度の拡大を
行いたい。
　

項　目 見直しの可能性

資材に関する点
(例）規格ごとにダンボール・出荷容器が異なるため、多種類のものを用意
する必要がある。

輸送効率に関する点
（例）規格ごとにパレットに積載するため、出荷量が少量の規格は満杯に
乗らず積載効率が低下している。

袋詰め
（包装）

（例）袋詰めは労力を要するので、バラ詰めで統一するか、パッケージセンターへの委託を
検討したい。

出　荷
(例）規格が細分されていることで、在庫・出庫管理も細かく分かれ手間を要している。ま
た、ロットが少ない規格については、パレットが満載でない状態で、積み下ろし回数が多く
なっている状況である。

その他

収　穫
(例）出荷規格を意識した収穫を行っているため、成長したものを選びながらの収穫をしてお
り大変な労力を要している。今後は一斉に機械で収穫することも考える必要がある。

選　別
(例）生産において最も作業時間を要している作業内容と思われる。個人選果で現在の手
間ではこれ以上の生産拡大は困難と思われる。また、選果場を整備しても、規格数を統合
しラインを少なくする等、少人数での作業を可能にした形としたい。
　

調　製
(例）個人で下端処理や根切りを行っている。直接取引分については作業のシェアリングに
ついても相談したい。

将来的な
労働力の見通し

(例）地域の農業従事者は、10年後には現在から約２割減少する見通し。
　生産年齢人口についても10年後には約１割減少の見通しであり、雇用の確保がさ
らに困難になる見通し。

作業内容 労力確保の観点等から将来の見通しを踏まえた再検討の必要性
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青果物流通の合理化に向けた行動方針　 【記載例】

①出荷関連作業の軽減に向けた行動内容
　　◇あてはまる内容にチェックをつけること（複数回答可）
□　出荷規格の統合・簡素化 □　簡素な出荷形態の契約取引の拡大
□　作業のアウトソーシング □　その他（　　　　　　　　　　　　　）

②目標に向けた具体的な行動方針
（例）
※出荷規格を簡素化する場合
　等級の簡素化については、複数の実需者等から統合してよい意向を示されている。
　来年度までに○○市場関係者や主な実需者との協議を行い同意を得るとともに生産者に説
明、同意を得る。２年後には簡素化した規格による出荷を試験的に行い、市場関係者、実需者等
の評価を確認し、３年後から本格的に運用する。
　全体の出荷量のうち、合理化を図る出荷規格に係る出荷量の割合は□％程度（H○実績）とな
る見込み。

※簡素な出荷形態の契約取引を拡大する場合
　契約取引を行っている実需者には、出荷規格として３等級のみの区分で出荷をしている。
　この実需者とは現在、○t、出荷量全体の○％程度の契約量であるが、これを△t（△％）まで増
加する旨、来年度までに協議を行う。また新規に、同様な出荷規格で新たな実需者とも３年後ま
でに契約を行う見込みであり、□t（□％）程度の出荷を行う。

※アウトソーシングを行う場合
　契約取引を行っている実需者は□□の収穫機械を所有しており、○年度から収穫以降の作業
を受託しているところ。
　当該産地の契約栽培に係る農地でも、収穫以降の作業受託を来年度から依頼する予定。
　全体の○％程度がこの作業受託の対象となるところ。

※出荷販売区分の集約の場合
　現在品種や栽培方法によって複数ある出荷区分を集約し、大口取引の拡大につなげる。
　来年度までには○○市場関係者等と協議を行い、生産者に説明し、同意を得る。
　２年後には、テスト販売を開始し、3年後本格的に運用する。
　このことより、予約相対取引の割合を○○％向上させ、出荷コストも○○％削減する予定。
　

（例１）○年後までに、出荷規格の等級を見直し、現在○ある出荷規格を△に統合する。
（例２）○年後までに、現在契約している実需者との契約取引の拡大及び新たな実需者と契約取
引を行い、簡素な出荷形態の契約取引を□ポイント拡大する。
（例３）○年後までに、当産地全体の△％程度を出荷している実需者と収穫、選別、調製、出荷作
業のシェアリングを行う契約をし、この実需者向けへの出荷作業についてはすべてアウトソーシ
ングとする。
（例４）出荷規格が今後ともニーズに対応したものとなるよう、実需者と定期的に協議を行う。
（例５）出荷販売区分を○○区分→○○区分に集約する。
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（参考様式２号）

年 ⽉ ⽇
○○　殿 組織名⼜は法⼈名

⽒名（法⼈の場合は代表者名）
  

　

  

□ □

□ □

□ □

□ □

□

□ □

□ □

□

（注）取り組んだ項⽬については、証拠書類等の作成及び保管が必要です。ただし、証明する書類等を作成することが困難な取組を実施した場合においては、この限りではありません。
（※）には、収益⼒強化は「Ⅱ－１の第2の１の（30）」、産地合理化は「Ⅱ－２の第２の１の（22）」、みどりの⾷料システム戦略推進は「Ⅱ－３の第２の（25）」、スマート農業の推進は「Ⅱ－４の第２」、
　　　　産地における戦略的な人材育成の推進は「Ⅱ－５の第２」と記載してください。

【農作業安全】

作物特性データに基づく施肥設計
（堆肥や有機質肥料の利⽤、緑肥・作物残渣のすき込み等）（健全種苗の使⽤、病害⾍の発⽣源除去等）

下記の持続可能な農業⽣産に係る取組の各項⽬のうち、農業⽣産活動の実態に応じて実際に取り組んだ内容について、□欄に✔⼜は■を記⼊してください。
該当しない場合は、□欄には／（斜線）を記⼊してください。

肥料の使⽤状況等の記録を保存

多様な防除⽅法（防除資材、使⽤⽅法）を活⽤した防除

【化学肥料の使⽤量低減】

みどりのチェックシート（農産）

強い農業づくり総合⽀援交付⾦交付等要綱（令和４年４⽉１⽇付け３農産第2890号農林⽔産事務次官依命通知）別記１の（※）に基づき以下のとおり、みどりのチェックシートの取組を実施しましたので、報告します。

農薬の使⽤状況等の記録を保存

病害⾍・雑草の発⽣状況を把握した上での防除要否及びタイミングの判断

有機物の施⽤

電気・燃料の使⽤状況の記録を保存

（作業⽅法の改善や危険箇所の表⽰、保護具の着⽤、
　 機械・器具の操作⽅法確認等）

温室効果ガスの排出削減に資する技術の導⼊
（省エネに留意した適切な農業機械・装置・⾞両の使⽤、

【温室効果ガス・廃棄物排出削減】

　 農場由来の温室効果ガス削減、ほ場への炭素貯留等）
廃棄物の削減や適正な処理

農薬の適正な使⽤保管
【化学合成農薬の使⽤量低減】

肥料の適正な保管

農作業安全に配慮した適正な作業環境への改善

（物理防除・⽣物防除の活⽤等）

（定期メンテナンス、点検記録作成等）

病害⾍・雑草発⽣しにくい⽣産条件の整備

（発⽣予察情報の活⽤による防除等）

（プラスチック等の資材の使⽤量⼜は排出量削減や廃棄の際の処分の適正化）

（簡易⼟壌診断、前作の収量等）

農業機械・装置・⾞両の適切な整備と管理の実施
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（参考様式２号）

⽇
○○　殿 組織名⼜は法⼈名

⽒名（法⼈の場合は代表者名）
  

　

  

□ □

□

□

□ □

□ □

□

□ □

□

□

□

（注）取り組んだ項⽬については、証拠書類等の作成及び保管が必要です。ただし、証明する書類等を作成することが困難な取組を実施した場合においては、この限りではありません。
（※）には、収益⼒強化は「Ⅱ－１の第2の１の（30）」、産地合理化は「Ⅱ－２の第２の１の（22）」、みどりの⾷料システム戦略推進は「Ⅱ－３の第２の（25）」、スマート農業の推進は「Ⅱ－４の第２」、
　　　　産地における戦略的な人材育成の推進は「Ⅱ－５の第２」と記載してください。

飼養管理することが求められていることを認識している。

病害⾍・雑草が発⽣しにくい⽣産条件（作期の移動、品種の選択、発⽣状況の把握等）を整備している

【取組への理解】

みどりのチェックシートの解説書を⽤いて⾃⼰学習し、チェックの判断基準となる取組内容及び取組に関する

（※飼養頭数が⼀定規模以上の場合）家畜排せつ物の管理においては、家畜排せつ物法に基づく
管理基準を遵守している。

（※特定事業場の場合）排⽔処理においては、⽔質汚濁防⽌法を遵守している。

【畜産ＧＡＰ、農場ＨＡＣＣＰ、アニマルウェルフェア】

農薬の使⽤状況等の記録を保存している

年       ⽉

みどりのチェックシート（畜産）

畜産GAP⼜は農場ＨＡＣＣＰについて、認証は取得せずとも、可能な取組から実践している

アニマルウェルフェアについて、「アニマルウェルフェアの考え⽅に対応した飼養管理指針」等に沿って

遵守している。

肥料・堆肥の使⽤状況等の記録を保存している

エネルギー消費をしない
プラスチック製の廃棄物の削減や適正な処理を⾏っている。

強い農業づくり総合⽀援交付⾦交付等要綱（令和４年４⽉１⽇付け３農産第2890号農林⽔産事務次官依命通知）別記１の（※）に基づき以下のとおり、みどりのチェックシートの取組を実施しましたので、報告します。

下記の持続可能な農業⽣産に係る取組の各項⽬のうち、農業⽣産活動の実態に応じて、実際に取り組んだ内容について、□欄に✔⼜は■を記⼊してください。

【省エネ、環境法令への対応】

畜舎内の照明、温度管理など施設・機械等の使⽤や導⼊に際して、不必要・⾮効率な

重要情報を理解している。

家畜改良増殖法及び家畜遺伝資源に係る不正競争防⽌に関する法律を

作業安全に配慮した適正な作業環境への改善を⾏っている

【農薬、肥料】 【遺伝資源保護】

農薬の適正な使⽤・保管を⾏っている

（作業⽅法の改善や危険箇所の表⽰、保護具の着⽤、
　 機械・器具の操作⽅法確認等）

飼料生産を取り組んでいる（委託生産を含む）場合は、下記の内容についても、□欄に✔又は■を記入してください。
該当しない場合は、□欄には／（斜線）を記入してください。

和牛生産に取り組んでいる場合は、下記の内容についても、□欄に✔又は■を記入してください。
該当しない場合は、□欄には／（斜線）を記入してください。

機械・装置・⾞両の適切な整備と管理の実施している
（定期メンテナンス、点検記録作成等）

【作業安全】
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